
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 市営住宅における各種実施方針 

  



第４章 市営住宅における各種実施方針 

 

 
- 46 - 

４.１ 点検の実施方針                          

 

市営住宅の点検については、市営住宅に対する点検・診断の実施、その結果に基づく必

要な対策の実施、点検・診断結果や対策履歴等の情報の記録及び次の点検・診断等への活

用という「メンテナンスサイクル」の中で有効に機能するよう、実施方針を次のように設

定します。 

 

（１）定期点検 

・法定点検については、法令に基づく適切な点検を実施します。 

・法定点検の対象外となる住棟（100 ㎡未満の住棟等）については、建築基準法第 12 条

の規定に準じ、同様の点検を実施するものとします。 

 

（２）日常点検 

・法定点検とは別に、外観からの目視により容易に確認することが可能な部位等につい

ては、年に一度程度、定期的に日常点検を実施します。 

・日常点検は、建築基準法第 12 条で規定する有資格者以外のもの（事業主体の担当者

等）による実施も可能な簡便なものとします。 

・点検項目は、「市営住宅等日常点検マニュアル（平成 28年８月 国土交通省住宅局

住宅総合整備課）」を参考に実施するものとします。 

・遊具、外構、駐車場等、法定点検にはない点検項目については、適切な維持管理のた

め、日常点検において点検し、状況把握するものとします。 

 

（３）入退去時の点検 

・入居者が専用的に使用する共用部分（バルコニー等）や、住宅内の設備等、住宅内部

に立ち入る必要があり、定期点検、日常点検では把握することが困難な部位について

は、入居者の退去時に点検を実施し、点検記録を蓄積します。 

 

（４）点検記録のデータベース化 

・定期点検、日常点検、入退去時の点検の記録は、それぞれデータベース化し、修繕や

維持管理の計画・実施や次の点検に活用できるよう整備します。 
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【参考】日常点検項目一覧（「市営住宅等日常点検マニュアル平成 28 年８月（国土交

通省住宅局住宅総合整備課」より） 

 

＜木造建築物＞ 

 

▼敷地及び地盤 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▼建築物の外部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ▼屋上及び屋根 

 

 

 

 

  ▼建築設備（給水設備及び排水設備） 
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＜耐火・準耐火建築物＞ 

 

▼敷地及び地盤 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ▼建築物の外部 
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▼屋上及び屋根 

 

 

 

 

 

▼避難施設等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ▼建築設備（給水設備及び排水設備） 
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４.２ 計画修繕の実施方針                          

 

点検結果及びデータベース等の内容を踏まえ、適切な時期に予防保全的な観点から計画

的に修繕していくため、次のように実施方針を設定します。 

 

①工事の効率化 

・工事の効率化を図るため、建設時期の近い住棟の工事時期を分散させたり、同じ団地

内の住棟については同じ時期に修繕したりといった調整を図ります。 

・近い将来用途廃止や建替の対象となっている住棟については、計画修繕を実施せずに

当面維持管理するものとし、長寿命化を図るべき住棟を優先的に修繕します。 

 

②計画修繕の内容と実施時期 

・住棟の劣化状況等から判断し、修繕の必要性の高いものから順に修繕を実施します。 

・計画修繕は、修繕周期表を参考に、住棟別に内容と実施時期を調整します。 

 

③点検や実情を踏まえた修繕の実施 

・点検の結果、他の住棟と比較して劣化が進んでいない住棟については、修繕時期を延

期する等、住棟の実際の状況も十分に踏まえて計画修繕を実施するものとします。 

 

④修繕記録のデータベース化 

・修繕を実施した場合、その内容をデータベースに記録し、将来の修繕や改善等の実施

に向けて有効に活用できるよう整備に努めます。 
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■修繕の周期（建物） 

【参考】修繕周期表（「市営住宅等日常点検マニュアル平成 28 年８月（国土交通省住宅局

住宅総合整備課」より） 
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４.３ 改善事業の実施方針                          

 

改善事業については、長寿命化型、居住性向上型、安全性確保型、福祉対応型の４つの

類型毎に、限りある予算の中で住棟別に必要性や効果による優先順位を考慮し、適切な改

善事業を実施します。 

 

①長寿命化型改善事業 

一定の居住性や安全性等が確保されており長期的な活用を図るべき住棟において、耐

久性の向上や、躯体の劣化の低減、維持管理の容易性向上の観点から予防保全的な改善

を行います。 

＜改善の内容＞ 

・外壁改修 

・屋上防水改修 

・給排水管・ガス管改修等 

 

②居住性向上型改善事業 

住戸・住棟設備の機能向上のための改善を実施し、居住性を向上させます。住戸規模

の改善等、入居者の調整を伴う改善については、建替え時に対応するものとします。 

＜改善の内容＞ 

・排水処理施設の整備（下水道への接続、洋式便所への変更等） 

・給湯設備の整備 等 

 

③安全性確保型改善事業 

防犯性や落下・転倒防止等生活事故防止に配慮した改善を行います。 

＜改善の内容＞ 

・外壁落下防止改修 

・ガス管の耐震性・耐食性向上等 

 

④福祉対応型改善事業 

高齢者等が安全・安心して居住できるよう、住戸内、共用部、屋外のバリアフリー化

を進める改善を実施します。 

＜改善の内容＞ 

・住戸内、共用部への手すりの設置等 
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４.４ 建替事業の実施方針                          

 

建替事業の実施に際しては、以下の実施方針に基づき、事業を推進します。 

 

①土地の高度利用による市営住宅の集約化 

・利便性や敷地の規模、周辺の状況等を踏まえ、市営住宅の集約化による効率的な土地

利用を図ります。 

 

②バリアフリー化の推進 

・建替えを行う際には、手すりの設置、住宅内段差の解消、１階共用部分へのスロープの

設置を行う等の対応により、住戸内及び共用部、敷地のバリアフリー化を図ります。 

 

③多様な住宅タイプの供給 

・市営住宅への入居世帯状況を踏まえ、住宅規模と世帯規模のミスマッチが生じないよ

うに、小規模世帯向け、ファミリー世帯向け等の様々なタイプの住宅の供給について

検討します。 

 

④周辺景観や地球環境への配慮 

・建物外観や外構のデザインに関して、本市の豊かな自然環境と調和した景観の形成を

図ります。 

・建替えを行う際には、地球環境への影響を最小限に抑えるため、日照や風通し等に配

慮した住棟配置、省エネルギー性能の高い材料の選定等に努めます。 

 

⑤入居者との合意形成 

・入居者の移転や工事の実施に伴う騒音や振動等の発生、住宅内への立ち入り等、入居

者の生活に大きな影響を与える可能性があることについて事前に理解と協力を得るよ

う努めます。 

・建替えに伴い居住性や利便性が向上する一方で、家賃の上昇により、入居者の金銭的負

担が大きくなることは避けられないことから、入居者との十分な合意形成を図ります。 

・入居者に対する情報や要望の把握についても積極的に取り組むよう努めます。 

 

ただし、３次判定の結果から、本計画内での 10年間においては、新たな建替事業は実

施しない予定です。 

 

※本公郷改良アパートは、現在、令和７年度までの予定で建替えを行っています。 

 


